
令和４年７月２２日（金） 静岡県産業経済会館

下請取引適正化推進講習会

説明資料
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セミナーの目的

はじめに

本講習会は，これから下請法を学ぼうとしている方を主な対象として，下請法の規
制の考え方，主要な規定の内容を説明して，下請法の理解のきっかけをつかんでも
らうことを目的としています。

・下請法？

・少しは分かるけど。

本講習会
の受講

下請法
の

理解

下請法の規制概要の把握

（注）「テキスト」とは，本講習会で配布した「下請取引適正化推進講習会テキスト」のことです。

本講習会受講後，
テキストの熟読
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「下請法」について教えて
ほしいのですが。 「下請法」は下請取引の

基本的なルールを定めた
法律です。

独占禁止法を補完する
法律なんですよ。

では，詳しく説明
しましょう。

下請法とは？①
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下請法とは？②

下請法の制定

事業者が，自己よりも取引上劣位な地位にある委託先（外注先）に対して，不当に不利益
を与える行為は，独占禁止法によって禁止されている「優越的地位の濫用行為」に当たる
場合がある。

ただし，
・ 「優越しているといえるか」「濫用行為に当たるか」を個別に認定する必要がある。
・ 独占禁止法の手続では相当期間を要し，問題解決の時機を逸するおそれがある上，継続的
取引関係を悪化させる要因となる場合もある。

・ 下請取引の性格上，下請事業者による親事業者の違反行為の申告はあまり期待できない。

適用対象を明確にし，違反行為の類型を具体的に法定し，簡易な
手続で迅速かつ効果的に下請事業者の保護を図る。

１９５６年 下請法（下請代金支払遅延等防止法）の制定
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• 下請取引の公正化

• 下請事業者の利益保護
目 的

• 委託内容＆資本金区分（２つの条件）
親事業者・下請

事業者の定義

• ４つの義務

• １１の禁止事項

親事業者の

義務＆禁止事項

下 請 法 の 概 要

下請法の概要

【下請取引適正化推進講習会テキスト参照】概要は2ページ，禁止事項の一覧表は39ページ
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親事業者 下請事業者下請事業者

３ 億 円 超
３億円

１千万円

３億円

１千万円

３ 億 円 以 下
（個人を含む）

３ 億 円 以 下

１ 千 万 円 超

１千万円以下
（個人を含む）

委託

委託

１委託内容

• 部品，金型等の製造委託

• 物品の修理委託

• 情報成果物（ソフトウェア，映像コンテンツ，設計図等）作成委託のうちプログラム作
成委託

• 役務提供委託のうち，物品の運送・倉庫保管，情報処理の委託

２ 資 本 金

【テキスト参照】4ページ

下請法の適用範囲①

＆
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親事業者 下請事業者下請事業者

５千万円超
５千万円

１千万円

５千万円

１千万円

５千万円以下
（個人を含む）

５千万円以下

１ 千 万 円 超

１千万円以下
（個人を含む）

委託

委託

下請法の適用範囲②

１委託内容

• 情報成果物作成委託（プログラムの作成を除く）

• 役務提供委託（物品の運送・倉庫保管，情報処理を除く）

２ 資 本 金

【テキスト参照】4ページ

※ 建設工事は下請法の適用対象外⇒
建設業法に下請法と同様の規定があり，

下請事業者の保護が別途図られているため。

＆
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• 物品の販売を行っている事業者が，規格，品
質，デザイン，ブランドなどを指定して，その物
品や部品の製造を委託する。

例：自動車メーカーが，自動車部品の製造を部品メーカー

に委託する。

下請法の適用対象となる取引①

※ 下請法において，「委託」とは，下線のとおり，仕様や内容を指定して依頼することをいいます

（以下，本資料において同じ。）。
【テキスト参照】解説は5ページ類型１。図は7ページ 8



• 物品の製造を請け負っている事業者が，その
物品や部品の製造を委託する。

例：精密機械メーカーが，受注生産する精密機械用の部品

の製造を部品メーカーに委託する。

下請法の適用対象となる取引②

【テキスト参照】解説は6ページ類型２。図は7ページ 9



• 物品の修理を行っている事業者が，修理に
必要な部品，原材料の製造を委託する。

例：家電メーカーが，販売した製品の修理用部品の製造を部

品メーカーに委託する。

下請法の適用対象となる取引③

【テキスト参照】解説は6ページ類型３。図は7ページ

※ 他の事業者から修理を依頼される場合のほか，自社工場の機械等を自ら修理している
場合も含まれます。
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• 自社で使用・消費する物品を自社で製造してい
る事業者が，その物品や部品の製造を委託す
る。

例：自社工場で使用する工具を自社で製造している工作機器

メーカーが，その工具の製造を他の工作機器メーカーに委

託する。

下請法の適用対象となる取引④

【テキスト参照】解説は6ページ類型４。図は7ページ 11



• 物品の修理を請け負っている事業者が，その
物品の修理を他の事業者に委託する。

例：自動車ディーラーが，請け負った自動車の修理

作業を修理業者に委託する。

下請法の適用対象となる取引⑤

【テキスト参照】解説は8ページ類型１。図は9ページ 12



• 自社で使用する物品を自社で修理している事
業者が，その物品の修理を他の事業者に委託
する。

例：自社工場の設備を自社で修理している工作機器メーカー

が，その設備の修理作業を修理業者に委託する。

下請法の適用対象となる取引⑥

【テキスト参照】解説は8ページ類型２。図は9ページ 13



• 情報成果物を提供している事業者が，その情
報成果物の作成を他の事業者に委託する。

例：ソフトウェアメーカーが，ゲームソフトや汎用アプリケーショ

ンの開発をソフトウェアメーカーに委託する。

下請法の適用対象となる取引⑦

【テキスト参照】解説は11ページ類型1，図は12ページ

※ 情報成果物とは，ソフトウェア，映像コンテンツ，設計図等のことをいいます。
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• 情報成果物の作成を請け負っている事業者
が，その情報成果物の作成を他の事業者に
委託する。

例：広告会社が，クライアントから受注したＣＭの制作をＣＭ

制作会社に委託する。

下請法の適用対象となる取引⑧

【テキスト参照】解説は11ページ類型2，図は12ページ 15



• 自社で使用する情報成果物を自社で作成し
ている事業者が，その情報成果物の作成を
他の事業者に委託する。
例：家電メーカーが，自社のシステム部門で作成する自社用

経理ソフトの作成の一部をソフトウェアメーカーに委託す

る。

る。

下請法の適用対象となる取引⑨

【テキスト参照】12ページ 16



• 役務の提供を請け負っている事業者が，その
役務を他の事業者に委託する。
例：自動車ディーラーが，顧客から請け負ったメンテナンス

作業を自動車整備会社に委託する。

下請法の適用対象となる取引⑩

【テキスト参照】解説は13ページ，図は14ページ

※ 役務提供委託として規制される役務とは，委託事業者が他社に提供する役務のことであり，
委託事業者が自ら利用する役務は含まれません。例えば，工作機械メーカーが，自社工場の
清掃作業の一部を清掃業者に委託することは，役務提供委託に該当しません。
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親事業者の義務

① 書面の交付義務
② 下請代金の支払期日を定める義務
③ 遅延利息の支払義務
④ 書類の作成・保存義務

親事業者の義務 ―概要―

【テキスト参照】25ページ 18



親事業者は発注した場合は，直ちに発注内容を明記
した書面を交付しなければなりません（記載すべき事項は，

法令で具体的に定められています。）。

親事業者の義務①－ア

【テキスト参照】解説は25ページ。書面の記載例は93ページ～112ページ 19



① 親事業者及び下請事業者の名称（番号，記号等による記載も可）

② 製造委託，修理委託，情報成果物作成委託又は役務提供委託をした日

③ 下請事業者の給付の内容（役務提供委託の場合は，提供される役務の内容）

④ 下請事業者の給付を受領する期日（役務提供委託の場合は，役務が提供され
る期日又は期間）

⑤ 下請事業者の給付を受領する場所（役務提供委託の場合は，役務が提供され
る場所）

⑥ 下請事業者の給付の内容（役務提供委託の場合は，提供される役務の内容）
について検査をする場合は，その検査の完了する期日

⑦ 下請代金の額

⑧ 下請代金の支払期日

⑨ 手形を交付する場合は，手形の金額（支払比率でも可）及び手形の満期

⑩ 一括決済方式で支払う場合は，金融機関名，貸付け又は支払を受けることがで
きることとする額，親事業者が下請代金債権相当額又は下請代金債務相当額
を金融機関へ支払う期日

⑪ 電子記録債権で支払う場合は，電子記録債権の額及び電子記録債権の満期
日

⑫ 原材料等を有償支給する場合は，その品名，数量，対価，引渡しの期日，決済
期日及び決済方法

発注書面には次の事項を明確に記載することとなっています

親事業者の義務①－イ

必 須

該当する場合

必 須

該当する場合

【テキスト参照】25ページ～26ページ 20



発注書面の具体例①

【テキスト参照】94ページ 21



発注書面の具体例②ｰ共通事項がある場合

【テキスト参照】101～
102ページ 22

関連付け



算定方法による下請代金の額の記載

発注書面には，下請代金の額を具体的な金額で記載しなければな
りませんが，「具体的な金額を記載することが困難なやむを得ない事
情がある場合」には，算定方法による記載も認められます（価格表な
ど，単価等を定める書面が別途ある場合は当該書面との関連付け
が必要。）。
ただし，具体的な金額が自動的に確定する算定方法でなければな

りません。また，具体的な金額の確定後，速やかに当該金額を通知
する必要があります。
具体例
・一定期間に提供した役務の種類及び量に応じて支払われる
運送代金
・修理してみないと判明しない修理費用

困難やむを得ない事情がある場合

親事業者の義務①－イ

【テキスト参照】解説は27ページ～28ページ，記載例は97ページ 23



発注書面の具体例③－算定方法の記載

【テキスト参照】97ページ 24

（別添：単価表）



例外的な書面の交付方法

ユーザーの最終仕様が確定していないなど，発注時点で下請事業

者の給付の内容等を定められない正当な理由がある事項は，当該

事項を記載せずに「内容が定められない理由」及び「内容を定めるこ

ととなる予定期日」を記載して発注書面（当初書面）を交付することが

できます。ただし，内容が定められた後直ちに，当該内容を記載した

書面（補充書面）を交付する必要があります。

当初発注書面 補充書面 必要記載事項を充足＋＋

親事業者の義務①－ウ

正当な理由がある場合

【テキスト参照】解説は28ページ～29ページ，記載例は99ページ～100ページ 25



発注書面の具体例④－補充書面の交付

【テキスト参照】99～100ページ 26

（当初書面）

（補充書面）



親事業者は，検査をするかどうかを問わず，発注した物品等
を受領した日から起算して６０日以内のできる限り短い期間内
で，下請代金の支払期日を定めなければなりません。

以下のとおり，支払期日がみなされます

ア 支払期日を定めなかった場合

イ 定めた支払期日が６０日を超
えている場合

物品等を実際に受領した日

受領した日から起算して６０
日を経過した日の前日

親事業者の義務②

【テキスト参照】35ページ

※ 下請法の運用に当たっては，「受領後６０日以内」の規定を「受領後２か月以内」として運用し
ており，大の月（３１日）も小の月（３０日）も同じく１か月として運用しています。
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親事業者は，支払期日までに下請代金を支払わなかっ
た場合，発注した物品等を受領した日から起算して６０
日を経過した日から実際に支払をする日までの期間，
その日数に応じ下請事業者に対して遅延利息（未払金
額に年率１４．６％を乗じた額）を支払わなければなりま
せん。

0

親事業者の義務③

【テキスト参照】38ページ 28



⑤ 受領した給付の内容及び受領した日（役務提供委託の場合は，役務が提供された期日又は期間）

⑥ 検査をした場合は，検査を完了した日，検査の結果及び不合格品の取扱い

⑦ 変更又はやり直しをさせた場合の内容及び理由

⑩ 下請代金の額に変更があった場合は，増減額及びその理由

⑪ 支払った下請代金の額，支払った日及び支払手段

⑫ 手形を交付した場合は，手形の金額，手形を交付した日及び手形の満期

⑬ 一括決済方式の場合は，貸付け等の額及び貸付期間等の始期並びに親事業者が下請代金債

務相当額等を金融機関に支払った日

⑭ 電子記録債権の場合は，電子記録債権の額，支払を受けることができることとした期間の始期及び満期日

⑮ 有償支給原材料等の品名，数量，対価，引き渡した日，決済をした日及び決済方法

⑯ 下請代金の一部を支払い又は原材料等の対価を控除した場合は，その後の下請代金の残額

⑰ 遅延利息を支払った場合は，遅延利息の額及び遅延利息を支払った日

【テキスト参照】36ページ

親事業者の義務④

親事業者は，給付内容，下請代金の額など，下請取引に関する記録を書類として
作成し，２年間保存する義務があります。（以下，発注書面の記載事項では満た
すことのできない項目のみ抜粋。）【テキスト３６ページに記載の①～④，⑧，⑨の
６項目は発注書面と共通（共通事項の①のうち親事業者の名称は含まない。）】
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親事業者の禁止事項

①受領拒否の禁止
②下請代金の支払遅延の禁止
③下請代金の減額の禁止
④不当な返品の禁止
⑤買いたたきの禁止
⑥購入・利用強制の禁止
⑦報復措置の禁止
⑧有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止
⑨割引困難な手形の交付の禁止
⑩不当な経済上の利益の提供要請の禁止
⑪不当な給付内容の変更・やり直しの禁止

親事業者の禁止事項 ー概要ー

【テキスト参照】39ページ 30



親事業者は，下請事業者に責任がないときは，発注した物
品を受け取らなければなりません。

親事業者の禁止事項①

１ 発注書面に明記された委託内容と異なるものや欠点，欠陥があるものが納入された場合

２ 発注書面に明記された納期までに納入されなかったため，そのものが不要となった場合
（無理な納期設定をした場合を除きます。）

下請事業者に責任があり，受領拒否できる場合

【テキスト参照】40ページ
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問題となった事例

鉄鋼製品の製造を下請事業者に委託しているＡ社は，鉄鋼製品を販売
先に緊急に納入する必要があったことから，下請事業者２社に急いで製造
するよう発注した。その後，Ａ社は，１社から早く納入されたため，他の１社
に対して不要になったとして発注を取り消した。

（１）「受領」とは，下請事業者が納入したものを，社内検査の有無にかかわらず受け取

る行為であって，親事業者が事実上支配下におけば受領したことになります。

（２）受領拒否とは，次のような行為も該当します。

① 発注の取消
② 納期の延期
③ 検査基準の恣意的変更による不合格の扱い

事 例 ①

衣料品等の製造を下請事業者に委託しているＢ社は，販売予想に見込
み違いが生じたことを理由に，あらかじめ定められた納期に下請事業者の
給付を受領しなかった。

事 例 ②

ワンポイント

自社の都合を理由とした受領拒否

販売計画の変更を理由とした受領拒否
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支払期日までに支払えなかった場合・・・

親事業者は，製品や商品等を受領した日（又
はサービスが提供された日）から起算して６０
日を経過した日から，年率１４．６％の遅延利
息を支払わなければなりません。
＝遅延利息の支払義務（本資料28ページ）】

親事業者は，支払期日
までに下請代金を支払
わなければなりません。

親事業者の禁止事項②

【テキスト参照】43ページ 33



問題となった事例

ソフトウェアの開発を下請事業者に委託しているＣ社は，下請事業者に
対し，下請事業者の給付を受領した月の翌月末日までに下請代金を支払
わなければならないにもかかわらず，「毎月末日締切，翌々月１０日支払」
の支払制度を採っているため，一部のソフトウェアの下請代金については，
最長１０日の支払遅延が生じることとなった。

事 例 ①

ナビゲーションシステム用の地図データの作成を下請事業者に委託して
いるＤ社は，自社の事務処理が遅れたことを理由に，下請事業者に対し，
あらかじめ定められた支払期日を超えて下請代金を支払っていた。

事 例 ②

アクセサリーの製造を下請事業者に委託しているＥ社は，下請事業者の
給付を受領しているにもかかわらず，下請事業者からの請求書の提出が
遅れたことを理由に，下請事業者に対し，あらかじめ定められた支払期日
を超えて下請代金を支払っていた。

事 例 ③

支 払 制 度 に 起 因 す る 支 払 遅 延

事 務 処 理 の 遅 れ を 理 由 と し た 支 払 遅 延

請求書の提出遅れを理由とした支払遅延

34



親事業者の禁止事項③

１ 下請事業者に責任があり受領拒否・返品をした場合に，その分の代金を減じるとき

２ 下請事業者に責任があり受領拒否・返品できるのに，そうしないで，親事業者が手直
しした場合に，その手直しにかかった費用を減じるとき

３ 瑕疵等の存在又は納期遅れによる商品価値の低下が明らかな場合に，客観的に相
当と認められる額を減じるとき

下請事業者に責任があり減額できるのは，次の場合に限定されます

請代金の額を減じてはいけません。代金を差し引く名目，方法，金額の多少，
親事業者は，下請事業者に責任がある場合を除き，発注時に定められた下
請代金の額を減じてはいけません。代金を差し引く名目，方法，金額の多少，
下請事業者との合意の有無を問いません。

【テキスト参照】52ページ 35



問題となった事例

衣料品，雑貨等の製造を下請事業者に委託しているＦ社は，発注書の作成
等の費用に充てるため，「事務手数料」として，下請代金の額に一定率を乗じ
て得た額を下請代金の額から減じていた。

事 例 ①

有機溶剤の容器の製造を下請事業者に委託しているＧ社は，下請事業者に
対し，単価の引下げの合意日前に発注した商品について引下げ後の単価を
遡って適用していた。

事 例 ②

テレビコマーシャルの制作を下請事業者に委託しているＨ社は，取引先から
の代金の減額を理由として，下請事業者の責めに帰すべき理由がないのに下
請代金の額を減じていた。

事 例 ③

以下の場合は，下請代金の額を「減ずること」には当たりません。
① 親事業者が下請事業者に正当に販売した商品（原材料等）・提供した役務の対価などの
債権を下請代金から差し引く（債権と債務の相殺処理を行う）こと。

② 発注前に，振込手数料を下請事業者が負担することを書面で合意し，実費の範囲内で差
し引くこと。

ワンポイント

一 定 率 を 差 し 引 く こ と に よ る 減 額

新 単 価 の 遡 及 適 用 に よ る 減 額

取 引 先 の 都 合 を 理 由 と し た 減 額

36



親事業者は，下請事業者に責任がないのに，発注した物品等を受け取った
後に返品してはいけません。
（下請事業者の責任による直ちに発見できない瑕疵であっても，受領後６か
月を超えて返品してはいけません。）

親事業者の禁止事項④

１ 給付の内容が発注書面に明記された委託内容と異なる場合
２ 汚損・毀損等された物品等が納入された場合
（注）親事業者が，発注後，恣意的に検査基準を変更し，従来の検査基準で合格

とされた物品を不合格とした場合の返品は認められません。

下請事業者に責任があり，返品できる場合

【テキスト参照】61ページ 37



返品フローチャート

38【テキスト参照】63ページ



問題となった事例

スキーウェア等の製造を下請事業者に委託しているⅠ社は，販売期間が
終了したことを理由に，当該商品の在庫を返品していた。

事 例 ①

土産用の加工食品の製造を下請事業者に委託しているＪ社は，賞味期
限が近づいたことを理由に，当該加工食品の在庫を返品していた。

事 例 ②

食料品の製造を下請事業者に委託しているＫ社は，自社が誤発注したこ
とを理由に，下請事業者の給付を受領した後に返品していた。

事 例 ③

販 売 期 間 終 了 を 理 由 と し た 返 品

賞 味 期 限 を 理 由 と し た 返 品

自 社 の 誤 発 注 を 理 由 と し た 返 品
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親事業者は，下請代金を決定するときに，通常支払われる対価に比べて著しく
低い額を下請事業者と十分協議することなく一方的に決定してはいけません。

親事業者の禁止事項⑤

① 下請事業者と十分な協議が行われたか
② 差別的な取扱いではないのか
③ 「通常支払われる対価」と実際に支払われた対価とのかい離状況
④ 原材料等の価格動向
※①～④などを総合的に勘案して判断します。

買いたたきの判断基準

【テキスト参照】65ページ 40



問題となった事例

データベース用ソフトウェアの作成を下請事業者に委託しているＬ社は，
下請事業者に見積りをさせた当初よりも納期を大幅に短縮したにもかかわ
らず，当初の見積単価により下請代金の額を定めていた。

「通常支払われる対価」とは，
① 実際に行われている取引の価格，つまり「市価」のこと
② 市価の把握が困難な場合は，それと同種・類似の給付の従来価格

事 例 ①

電子部品の製造を下請事業者に委託しているＭ社は，多量の発注をす
ることを前提として見積りをさせた単価を，少量しか発注しない場合にも用
いて下請代金の額を定めていた。

事 例 ②

ワンポイント

自社ブランドの日用品等の製造を委託しているＮ社は，商品の売行きが
悪いことを理由に，発注前に下請事業者と協議して決定していた予定単価
を一方的に引き下げて著しく低い単価を定めて発注していた。

事 例 ③

短 納 期 発 注 に よ る 買 い た た き

大量発注の前提単価での少量発注による買いたたき

一 方 的 な 単 価 引 下 げ に よ る 買 い た た き
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下請法に関する運用基準の改正

42

労務費，原材料費，エネルギーコストの上昇を取引価格に反映しない取引
は，「買いたたき」に該当するおそれがあることを明確化するため，下請法
に関する運用基準を以下のとおり改正（令和４年１月26日）

改正前 改正後

５ 買いたたき
（２）次のような方法で下請代金の額を定

めることは買いたたきに該当するおそれ
がある。

ウ 原材料価格や労務費等のコストが大

幅に上昇したため，下請事業者が単価
引上げを求めたにもかかわらず，一方
的に従来どおりに単価を据え置くこと。

（新設）

５ 買いたたき
（２）次のような方法で下請代金の額を定

めることは買いたたきに該当するおそれ
がある。

ウ 労務費，原材料価格，エネルギーコス
ト等のコストの上昇分の取引価格への
反映の必要性について，価格の交渉の
場において明示的に協議することなく，
従来どおりに取引価格を据え置くこと。

エ 労務費，原材料価格，エネルギーコス

ト等のコストが上昇したため，下請事業
者が取引価格の引上げを求めたにもか
かわらず，価格転嫁をしない理由を書
面，電子メール等で下請事業者に回答
することなく，従来どおりに取引価格を
据え置くこと。



親事業者は，正当な理由がないのに，自社の指定する物
品の購入やサービスの利用を下請事業者に対して強制し
てはいけません。

親事業者の禁止事項⑥

【テキスト参照】72ページ 43



問題となった事例

自動車の修理を下請事業者に委託しているＱ社は，下請事業者に対し，
発注担当者を通じて，取引先から購入した健康食品を購入させていた。

次のような方法で自己の指定する物の購入・役務の利用を要請することは問題となるおそ
れがあります。
１ 購買・外注担当者等下請取引に影響を及ぼす者が要請する場合
２ 下請事業者ごとに目標額等を定めて要請する場合
３ 要請に応じなければ不利な取扱いをすることを示唆する場合
４ 下請事業者が，購入等をしないとしたにもかかわらず，重ねて要請する場合
５ 下請事業者から購入申出がないにもかかわらず，一方的に物を送付する場合

事 例 ③

自動車用の電気系統装置の修理を下請事業者に委託しているＯ社は，
下請事業者に対し，自社が提供する車両整備サービスを有償で利用させ
ていた。

事 例 ①

ワンポイント

ビルメンテナンスを下請事業者に委託しているＰ社は，下請事業者に対
し，自社が運営する宿泊施設のクーポンを購入させていた。

事 例 ②

自 社 サ ー ビ ス の 利 用 強 制

自 社 製 品 の 購 入 強 制

取 引 先 製 品 の 購 入 強 制

44



そんな・・・

親事業者が禁止行為に該当する行為を行った場
合に，下請事業者がその事実を公正取引委員会
や中小企業庁に知らせたことを理由に，取引数量
を削減したり，取引を停止するなどの不利益な取扱
いをしてはいけません。

親事業者が禁止行為に該当する行為を行った場
合に，下請事業者がその事実を公正取引委員会
や中小企業庁に知らせたことを理由に，取引数量
を削減したり，取引を停止するなどの不利益な取扱
いをしてはいけません。

公取に知らせたか
ら，来月から取引数
量半分ね。

親事業者の禁止事項⑦

【テキスト参照】75ページ 45



問題と思われる行為があれば
相談してください。
秘密は守ります。

46



見合い相殺となるように注意が必要

親事業者が下請事業者に有償で支給する原材料等を利用
して，下請事業者が物品等を製造している場合，その物品
等の下請代金の支払期日よりも前に，原材料等の代金を決
済してはいけません。

親事業者の禁止事項⑧

【テキスト参照】76ページ
47



冷凍冷蔵庫の修理を下請事業者に委託しているＳ社は，下請事業者に
対し，有償で原材料を支給しているが，当該原材料の対価について，当該
原材料を用いた給付に係る下請代金の支払期日よりも早い時期に，支払
うべき下請代金の額から控除していた。

事 例 ②

自動車用部品の加工を下請事業者に委託しているＲ社は，下請事業者
に対し，有償で原材料を支給しているが，当該原材料の対価について，当
該原材料を用いた給付に係る下請代金の支払期日よりも早い時期に，支
払うべき下請代金の額から控除していた。

事 例 ①

問題となった事例

製造委託における早期決済

修理委託における早期決済

48



手形のサイトは，繊維業の取引で９０日（３か月）以内，
その他の業種の取引で１２０日（４か月）以内でなけれ
ばなりません。

親事業者の禁止事項⑨

【テキスト参照】77ページ 49



問題となった事例

木材加工用機械の部品の製造を下請事業者に委託しているＴ社は，下
請事業者に対し，手形期間が１２０日（繊維業以外の業種において認めら
れる手形期間）を超える手形を交付していた。

事 例 ①

絹織物の加工を下請事業者に委託しているＵ社は，下請事業者に対し，
手形期間が９０日（繊維業において認められる手形期間）を超える手形を
交付していた。

事 例 ②

製造業における割引困難手形

繊維業における割引困難手形

50



親事業者は自社のために，下請事業者に対して，お金や
サービス，その他の経済上の利益を不当に提供させては
いけません（協賛金等に限らず，知的財産権の無償譲渡，
金型保管料等も含む。）。

親事業者の禁止事項⑩

【テキスト参照】79ページ 51



問題となった事例

ソフトウェア開発を下請事業者に委託しているＶ社は，下請事業者に対し，
当該ソフトウェアの知的財産権等（デザイン・アイデア等も含む。）を無償で
譲渡させていた。

次のような方法で自己のために経済上の利益の提供を要請することは問題と
なるおそれがあります。
１ 購買・外注担当者等下請取引に影響を及ぼす者が要請する場合
２ 下請事業者ごとに目標額等を定めて要請する場合
３ 要請に応じなければ不利な取扱いをすることを示唆する場合
４ 下請事業者が，提供しないとしたにもかかわらず，重ねて要請する場合

事 例 ①

自社の金型を貸与し，自動車部品の製造を下請事業者に委託している
Ｗ社は，大量に発注する時期を終えた後，部品の発注を長期間行わない
にもかかわらず，無償で金型を保管させていた。

事 例 ②

ワンポイント

知的財産権等の無償譲渡の要請

金 型 の 無 償 保 管 要 請

52



お客さんの都合で発注内容
が変わったから，ついでにタ
ダで頼むよ。

追加費用が
発生するの
に・・・・・・。

親事業者は，下請事業者に責任がないのに，費用を負担せずに，当初の
発注と異なる作業を行わせたり，発注を取り消したり，やり直しをさせたりし
てはいけません。

親事業者の禁止事項⑪

【テキスト参照】83ページ

１ 給付の受領前に，下請事業者の要請により給付の内容を変更する場合

２ 給付の受領前に，給付を確認したところ，瑕疵等があることが合理的に判断され，給付の内容
を変更させる場合

３ 給付の受領後に，給付に瑕疵等があるため，やり直しをさせる場合

下請事業者に責任があり，費用負担することなく，「給付内容の変更」，「やり直し」をさせることができる場合

53



問題となった事例

衣料品の製造を下請事業者に委託しているＸ社は，販売予測の見込み
違いを理由に発注内容を変更したにもかかわらず，それによって生じた費
用を負担していなかった。

事 例 ①

電線の加工を下請事業者に委託しているＹ社は，顧客からの依頼内容
が変更されたため，下請事業者に無償でやり直しをさせた。

事 例 ②

販売計画の変更を理由とした発注内容の変更

取 引 先 の 都 合 を 理 由 と し た や り 直 し

54



（取引全般の規制） （下請取引の流れ） （給付関係の規制） （代金関係の規制）

その他

受領拒否の禁止

不当な返品の禁止

不当な給付内容
の変更・やり直し
の禁止

減額の禁止

支払遅延の禁止

割引困難な手形の交
付の禁止

有償支給原材料等の
対価の早期決済の禁止

遅延利息の支払義務

商談

発注

納品・受領

支払い

書類の作成，保存義務

書面の交付義務

購入・利用強制の禁止

不当な経済上の利益
の提供要請の禁止

買いたたきの禁止

支払期日を定める義務

報復措置の禁止

まとめ

下請法の規制内容を下請取引の段階に応じてまとめると，次のようになり
ます。
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親事業者等に対する調査・検査

勧 告 指 導 違反事実なし
等

親事業者 下請事業者

下請事業者
からの申告

所管官庁等
からの通知

中小企業庁
長官からの
措置請求

調査の流れ・行政指導の内容

書面調査

・下請事業者への代金の支払等を勧告

・勧告を受けた親事業者名は公表

親事業者か
らの自発的
申出

【テキスト参照】検査，勧告は89ページ。事件処理フローチャートは91ページ 56



• 発注内容等を記載した書面の交付義務違反

• 取引内容を記載した書類の作成・保存義務違反

• 報告徴収に対する報告拒否・虚偽報告

• 立入検査の拒否・妨害・忌避

罰 則

★違反者である個人

★親事業者である会社

最高５０万円の罰金が科せられます

罰則

【テキスト参照】罰則は89ページ 57



最近の動き―現金支払等の要請

１ 下請代金の支払は，できる限り現金によるものとすること。

２ 手形等により下請代金を支払う場合には，当該手形等の現金化にかかる割
引料等のコストについて，下請事業者の負担とすることのないよう，これを勘案
した下請代金の額を親事業者と下請事業者で十分協議して決定すること。当
該協議を行う際，親事業者と下請事業者の双方が，手形等の現金化にかかる
割引料等のコストについて具体的に検討できるように，親事業者は，支払期日
に現金により支払う場合の下請代金の額並びに支払期日に手形等により支払
う場合の下請代金の額及び当該手形等の現金化にかかる割引料等のコストを
示すこと。

３ 下請代金の支払に係る手形等のサイトについては，６０日以内とすること。

４ 前記１から３までの要請内容については，新型コロナウイルス感染症による
現下の経済状況を踏まえつつ，おおむね３年以内を目途として，可能な限り速
やかに実施すること。

要 請 の 内 容

公正取引委員会事務総長と中小企業庁長官は，関係事業者団体に対し，

以下の内容を要請（令和３年３月３１日）
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最近の動き―型取引の適正化について

対象：全ての型取引（下請取引に限られない）

１ 型取引の類型整理

型が取引対象に含まれるか及び型の作成指示等を行っているかにより３類型に分類

２ 類型ごとに実施する型取引の適正化の取組

型の取引条件の事前協議・書面化の徹底，型保管費用負担の整理（発注側企業の指
示で型を保管する場合は発注側企業が型保管費用を負担）等

３ 「型の取扱いに関する覚書」の活用

型の取扱いに関する契約書の雛形，型の保管費用や廃棄時期に関する目安等の提示

報 告 書 の 概 要

経済産業省が，型を用いて製品を製造する全ての事業者向けに，型取引

の適正化推進協議会報告書を公表（令和元年１２月１１日）

【参照】型を用いて製品を製造する全ての事業者の皆様方へ 59



最近の動き―新型コロナウイルス関連

１ 感染拡大防止やそれに伴う需要減少等を理由に，個人事業主・フリーランスとの
契約を変更する場合には，十分に協議した上で，報酬額や支払期日等の新たな
取引条件を書面等により明確化するなど，下請法等の趣旨を踏まえた適正な対応
を行うこと。

２ 新型コロナウイルス感染症により影響を受けた個人事業主・フリーランスが，事
業活動を維持し，又は今後再開させる場合に，できる限り従来の取引関係を継続
し，あるいは優先的に発注を行うこと。

３ 個人事業主・フリーランスから，発熱等の風邪の症状や，休校に伴う業務環境の
変化を理由とした納期延長等の求めがあった場合には，十分に協議した上で，で
きる限り柔軟な対応を行うこと。

要 請 の 内 容

新型コロナウイルス感染症により影響を受ける個人事業主・フリーランスと取引を

行う発注事業者に対して，取引上の適正な配慮を行うよう，以下の内容を要請（令

和２年３月１０日）

※ 公正取引委員会では，上記のほかにも，「新型コロナウイルス感染症拡大に関連する下請取引Ｑ＆Ａ」など
を公表し，新型コロナウイルス感染症拡大に伴う取引上の注意点をホームページでお知らせしています。
⇒ https://www.jftc.go.jp/oshirase/200227oshirase.html 60
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下請法に関する全国の相談窓口
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ご清聴ありがとうございました。

「どっきん」
（公正取引委員会 キッズ向けキャラクター ）
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